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序 文 
 

日本国政府はラオス人民民主共和国政府の要請に基づき、同国の国際電話交換設備改善計画にかかる

基本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施しました。 

当事業団は、平成 14年 11月 4日から 12月 7日まで基本設計調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ラオス政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施しました。

帰国後の国内作業の後、平成 15年 2月 17日から 26日まで実施された基本設計概要書案の現地説明を

経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願う

ものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 15年 3月 
 

国 際 協 力 事 業 団 
総裁    川 上 隆 朗 

 
 



 

  

伝 達 状 
 

今般、ラオス人民民主共和国における国際電話交換設備改善計画基本設計調査が終了しましたので、

ここに最終報告書を提出いたします。 

 

本調査は、貴事業団との契約に基づき弊社が、平成 14年 10月より平成 15年 3月までの 5ヵ月にわ

たり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、ラオスの現状を十分に踏まえ、本計画の

妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の策定に務めてまいりまし

た。 

 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 

 
 
 

平成 15年 3月 
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要  約 
 
ラオス人民民主共和国（以下、「ラ」国）はメコン河流域地域のほぼ中央に位置し、当該地域

の中央回廊として情報、物流の通過、集積地となりうる可能性を有しているが、現状の通信イン

フラは脆弱であり、情報通信技術（IT）はもちろんのこと、基本的な電話においてさえ近隣諸
国と格差が生じており、これが「ラ」国の経済発展を妨げる要因の一つとなっている。一方、「ラ」

国は、2004 年 11 月に初めて ASEAN 首脳会議の議長国を努める予定であるなど、近年、国際
社会においてより重要な役割を期待されている。こうした中、「ラ」国は基本インフラである通

信基盤の整備を推進しているが、一人当たり GDPが 280ドル程度の低開発国（LLDC）にあっ
ては、インフラ整備への経済負担には限界がある。また、外貨を必要とする通信機器についても

資金不足のため調達が困難となっている。 
 
特に国際電話の分野においては、既存の国際電話交換設備は、アフターセールス・サービスの

保証期間が 2008年 3月までであり、それ以降は製造業者のサポート停止が考えられるため、設
備更新が求められていると同時に、既存設備は信号方式の国際標準である国際 No.7信号方式を
実装することができないため、直通回線を設定すべき対地国が国際 No.7信号方式しか受け入れ
ない場合、第三国を経由して国際電話を疎通せざるを得なくなり、中継料支払いの増大による経

済的不利益が発生する恐れがある。 
 
このような状況の中、「ラ」国は電気通信における基本機材であり、かつ国際通信のための重

要な設備である国際電話交換設備の新設と、IT 格差是正のための首都ヴィエンチャン市におけ
る IT 基盤整備を無償資金協力として我が国に要請した。要請内容は、（１）国際電話交換設備
の新設、（２）既存国際・国内複合型交換設備の国内用への改修、（３）国際衛星通信設備の増設、

（４）高速データ通信回線（光ファイバーケーブル）の敷設、（５）インターネット・サーバー

の新設、のコンポーネントであった。なお、2001年 10月から 2002年 11月にかけて我が国技
術協力として実施した開発調査（電気通信開発計画調査）においても国際電話交換設備の新設が

優先プロジェクトとして提言されている。 
 
この要請を受けて、我が国政府は「ヴィエンチャン特別市 IT基盤整備計画」基本設計調査を
行うことを決定し、2002年 11月 4日から 12月 7日まで、基本設計調査団を派遣した。 

 
現地調査では、「ラ」国政府関係者との協議を通じ、先方の計画および要請内容の確認を行う

とともに、要請内容に関連する設備・機材、運営実態等の現状を調査した。 
 
その結果、最終的に要請内容は以下のようであることを「ラ」国と確認し、引き続き国内解析
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を継続した。 
（１）国際電話交換設備の新設 
（２）既存国際・国内複合型交換設備の国内用への改修 
（３）国際衛星通信設備の増設 
（４）省庁間を結ぶイントラネットの形成を目的とした市内中心部における ITインフラとして

の光ファイバーケーブル網の構築 
（５）インターネット接続提供事業者（ISP）相互を接続するインターネット・エクスチェンジ

の新設 
 
国内解析の結果、国際電話交換設備の新設と既存国際・国内複合型交換設備の国内用への改修

を対象とし、その他のコンポーネントは以下のような理由から対象には含めなかった。 
（１）国際衛星通信設備の増設は、現在の余剰容量を超える需要が当面見込めない。 
（２）光ファイバーケーブル網の構築は、先方の基本計画が明確でなく、省庁業務における具体

的効果が不明。 
（３）インターネット・エクスチェンジの新設は、民業圧迫の懸念があり、インターネット接続

事業者の数が３社程度と極めて少なく、現在の「ラ」国のインターネット環境ではあえて

当該設備を設置する必要性が認められない。 
 
以上の国内解析結果を踏まえ、2003年2月17日から 26日まで基本設計概要説明調査団が「ラ」
国に派遣された。現地では、基本設計概要書の説明とこれに関する協議を行い、計画内容につい

て「ラ」国政府との間で原則合意された。なお、併せて計画の名称についても「国際電話交換設

備改善計画」に変更することが合意された。 
 
最終的に合意されたプロジェクトとして日本が無償資金協力を行う事業は国際電話交換設備

の調達・据付であり、先方負担で実施する国際回線の移行と既存国際・国内複合型電話交換設備

の改修に対してはソフトコンポーネントによる技術支援を併せて実施する。 
 
本プロジェクトにて調達・据付を行う機材は、ヴィエンチャン特別市のサイロム局への国際電

話交換設備（１式）である。 
 
本プロジェクトに必要な工期は、実施設計に 3.5ヶ月、機材調達・据付に 12.5ヶ月である。 

 
本プロジェクトの概算事業費は、約 3.05億円（日本側負担： 2.20億円、ラオス側負担： 0.85
億円）と見込まれる。   

 
本プロジェクトを実施することにより、次の直接効果が見込まれる。 
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（１）国際電話サービスの安定的供給の維持 
国民、政府、企業等の国際電話の需要を満たし、「ラ」国全土における国際電話サービ

スの安定的供給が確保される。 
 

（２）中継料支出の抑制 
所要の国際通信機能である国際 No.7 信号方式を具備し国際通信相手国と直通回線が設
定できることにより、今後発生し得る国際電話の不必要な第三国中継を排し、不要な中継

料の支出を避けることができる。 
 

また、間接効果として次が期待できる。 
（１）国際化推進の基盤整備 

1997 年の ASEAN への加盟後、周辺地域および国際社会との連携が深まる中、国際通
信業務の円滑な運営は、政治・文化・経済の交流において、国際化の重要な基盤となる。 

 
（２）既存複合型交換設備の国内回線容量の増加 
国際電話交換設備の新設に伴う既存複合型交換設備の国際回線の移行とデータの整理

によって国際用の回線容量を国内用に転用できるため、国内回線容量が増加する。 
 
一方、本プロジェクト実施に伴う実施機関における運営・維持管理については、若干の要員増

（5名程度）と、年間 2,000万円程度の維持費用は発生するものの、十分対応可能と判断される。 
 
このように、大きな裨益効果を発現し、運営・維持管理上特段の問題のない本プロジェクトを

我が国無償資金協力により実施することは妥当である。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 
１－１ 当該セクターの現状と課題 
 
１－１－１ 現状と課題 
    

「ラ」国の電気通信セクターの主管官庁は通信・運輸・郵便・建設省（Ministry of Communication, 

Transport, Post and Construction 略称 MCTPC）である。同省は電気通信以外にも広範な分野を担当し

ているが、電気通信については、郵便・電気通信局（Department of Posts and Telecommunications）

が担当している。電気通信事業については、国営企業であるラオス電気通信公社（Enterprise of 

Telecommunications Lao）と 1996 年にタイの民間企業（49％）とラオス政府（51％）の共同出資で設立

された LTC（Lao Telecommunications）が主たる事業運営体である。その他、国営企業の LAT（Lao Asia 

Telecom）が携帯電話事業を運用しており、また、外資企業の Millicom が携帯電話事業許可を得ており

今後サービス提供予定である。インターネット提供事業者としては、GlobeNets と Planet Online がサー

ビスを提供している。 

2001 年末の電話普及率は、0.91 台/100 人で、ASEAN 諸国の中では、カンボディアおよびミャンマーに

次いで低い水準に位置しているものの、2001 年時点での加入者数の増加は、固定電話が約 19%と堅実な

伸びを示し、携帯電話が約 114%と極めて高い伸び率を示している。 

同国の国際電話は、日本の無償資金協力により 1993 年に導入された国際・国内複合型交換設備により

運用されているが、現在、次のような問題を有している。 

 

（１）製造業者による機材のアフターセールス・サービスの義務期限が 2008 年 3 月までであり、それ以

降は製造業者のサポート停止が考えられ、設備の調達と回線移行に要する期間が数年間必要であ

ることを考慮すると、現時点から新規設備による更新措置に着手する必要がある。 

 

（２）現在の世界標準方式である国際 No.7 信号方式を実装できないため、今後、外国との直通回線の自

由な設定が困難となり、第三国中継を行う場合は中継料の支出による経済的不利益が生ずる。 

 

また、インターネットに代表される IT 関連のインフラ整備も立ち後れており、他国とのデジタルディ

バイドの拡大が懸念される状況にある。 
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１－１－２ 開発計画 
 
「ラ」国政府が策定した「2020 年および 2010 年を見通した社会経済開発計画ならびに社会経済５ヶ年

計画（2001 年-2005 年）」において電気通信開発は社会経済発展の重要な基盤と位置づけられている。電

気通信分野の開発計画としては、1990 年の UNDP/ITU 支援によりドイツのコンサルタントが策定した電気

通信マスタープランがあったが、実状から乖離したため、日本の援助により 2002 年に電気通信開発計画

が策定された。この中で国際電話を扱う現在の国際・国内複合型交換設備から国際通信機能を分離・独

立させ国際専用の電話交換設備を設置すべきことが提言されている。 

 

１－１－３ 社会経済状況 
 
「ラ」国はインドシナ半島中央部に位置し、東はベトナム、南はカンボジア、南西はタイ、北西はミ

ャンマー、北は中国とそれぞれ国境を接する内陸国である。国土は、南北約 950 キロメートル、面積約

24 万平方キロメートル（日本の本州の面積に相当）で、16 州 1 自治州の行政区から構成され、人口は約

537 万人（2001 年）である。 

 

 「ラ」国の社会経済状況の諸指標を資料 4に示す。 

 

１－２ 無償資金協力要請の背景・経緯および概要 
 
「ラ」国はメコン河流域地域（GMS）のほぼ中央に位置しており、当該地域の中央回廊として情報、

物流の通過、集積地となりうる可能性を有しているが、現状は脆弱な通信インフラが足枷となり、他の

ASEAN 諸国との間で IT 格差が生じている。これが「ラ」国の経済発展に大きな影響を及ぼしている。

他方、1986年の経済改革（新経済メカニズム）実施後、ASEANにおける「ラ」国はより重要な役割を

期待されるようになってきており、2004年 11月には初めて ASEAN首脳会議の議長国を努める予定で

ある。これまで我が国は無償資金協力を通じ電話網や国際通信設備を整備し、「ラ」国の通信分野に大き

く貢献してきた。また、2001年 10月から 2002年 11月にかけ開発調査により電気通信開発計画を作成

した。このような状況の中、「ラ」国は IT 格差の是正を目的に以下を内容とする無償資金協力を我が国

に要請した。 

 

（１）国際電話交換設備の新設 

現在、国際・国内複合型交換設備により国際電話サービスを提供しているが、容量および機能の制

限があり、国際電話交換機能を分離するため、新たに国際電話専用交換設備を設置する。 

 

（２）既存国際・国内複合型交換設備の国内用への改修 
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国際電話交換設備の新設に伴い、既存の国際・国内複合型交換設備を国内専用に改修する。 

 

（３）国際衛星通信設備の増設 

IT サービスへの対応と現在の容量の問題解決のため、既存の国際衛星通信回線の拡張と高速化を図

る。 

 

（４）高速データ通信回線（光ファイバーケーブル） 

ヴィエンチャンおよびその近隣の５ヶ所の施設を光ファイバーケーブルによるデータ回線で接続す

る。 

 

（５）インターネット・サーバーの新設 

インターネット上での「ラ」国の国識別である「．ｌａ」配下のドメインネームを登録し、インタ

ーネット利用者がこれを利用できるようにするためのインターネット・サーバーを導入する。 

 

これらの要請については、現地調査での内容の確認および国内検討により、第 3章、3-1項に記す方針

で対処することとなった。 

 
１－３ 我が国の援助動向 
 

電気通信分野における無償資金協力および開発調査の実績は表１のとおりである。 

 

表１ 電気通信分野の協力実績 

No 案件名 E/N年度 金額 
(億円) 概要 

1 
無償資金協力「ヴィエンチャン
～ノンカイ（ラオスのタイ間通
信施設用機材）」 

1971~72 0.39 
ラオスとタイを結ぶ電話回線
用伝送路の建設 

2 無償資金協力「電話通信網網整
備計画」 1991~92 17.34 

ヴィエンチャン市および地方
主要 5都市への電話交換機の導
入 

3 無償資金協力「国際通信設備整
備計画」 1994 11.28 

ヴィエンチャン市の電話交換
機の拡張、国際衛星通信地球局
の新設 

4 無償資金協力「開発調査「電気
通信開発計画」 

2001 - 2002 
（実施） - 制度面を含む電気通信網マス

タープランの策定 
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１－４ 他ドナーの援助動向 
 

電気通信分野における外国からの資金協力の状況は表２のとおりである。 

 

表２ 他ドナーからの資金協力の状況 

No. 項目 完成時期 金額 援助国 概要 
1 テレックス交換機 1991 FF 9.1M 仏国 ナンプー中央局へのテレックス交換

機の導入 
2 マイクロ波伝送路 
（VTE-PXN） 

1991 FF 4.8M 仏国 ヴィエンチャン～パクサンマイクロ
波伝送路の建設 

3 局外設備 1994 US$ 10.8M IDA 全国主要 6都市における加入者線路
の敷設 

4 マイクロ波伝送路 1994 US$ 6.8M IDA 全国主要 6都市を結ぶマイクロ波伝
送路の建設 

5 マイクロ波伝送路 
（VTE-XAI） 

1995 FF 11.1M 仏国 ルアンプラバン～カイ間マイクロ波
伝送路の建設 

6 ルーラル通信（第１期） 1995 DM 4M 独国 ヴィエンチャン周辺地域へのルーラ
ル用電話の導入 

7 ルーラル通信（第 2期） 1996 DM 10M 独国 地方村落へのルーラル用電話の導入 

8 ルーラル通信（第 3期） 2000 DM 5M 独国 同上 

9 ルーラル通信（第 4期） 2004 
予定 

DM 6M 独国 同上 

１０ 市内交換機、GSMシス
テム 

2002 US$30M 中国 ヴィエンチャンへの市内電話交換機
と GSMシステムの導入（有償） 

US$：米ドル FF：フランスフラン DM:ドイツマルク   



 

 

 

 

 

第２章 プロジェクトを取り巻く状況    
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 
 

２－１ プロジェクトの実施体制 
 

２－１－１ 組織・人員 
 
主管官庁である MCTPCの組織を図１に示す。MCTPCにおいて本プロジェクトを担当するのは、郵

便・電気通信局（Department of Posts and Telecommunications）である。本プロジェクトの実施機関

は国営企業の電気通信運営体であるラオス電気通信公社（ETL）である。ETLの現在要員数は 210名で、

その組織は図２のとおりである。 
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２－１－２ 財政・予算 

 
ETLは 100％政府出資の事業運営体である。会計年度は暦年に等しく、2001年度および 2002年度の

収支実績および 2003 年度の予算は表３のとおりである。ETL は 2000 年 8 月に再編されたばかりであ

り、予算規模の拡大が著しい。 

 

表３ ETLの 2002年度までの収支実績と 2003年度予算（単位：百万 Kip） 
 2001 2002 2003（予算） 

収 入 8,090 21,541 38,934 
支 出 7,849 20,616 38,647 
収支差益 241 925 287 

注： 1 Kip = 0.011931 円（2002年 12月現在） 

 

 
２－１－３ 技術水準 
 

ETLは過去に実施された電話通信網整備計画、国際通信設備整備計画等の無償資金協力プロジェクト

により機材を調達し、現在もこれらの機材を有効に運用している。また、独自に導入した電気通信設備

の運用も良好に実施しており、本プロジェクト実施のための技術水準は有していると判断できる。しか

しながら、新規機材の導入に際しては、その機材に特有の知識取得や操作訓練等が必須あり、十分な技

術移転を行うことが必要である。 

また、国際電話事業を実施する上での外国の機関や通信事業者と交渉を実施し、日常業務を遂行する

部門を強化する必要があり、この面での技術移転も重要である。 

 

２－１－４ 既存の施設・機材 
 
（１）電気通信設備およびネットワーク 

   「ラ」国の電気通信網の構成は図３に示すとおりである。電話網の構成は図４のとおりである。 

ヴィエンチャン市内のナンプー局にある電話交換設備は市内、市外中継、国際中継の機能を兼ねた複

合型交換設備である。 

   国内伝送路網は図３に示すように北はルアンプラバンからヴィエンチャンを経由してパクセまでの

2GHz 帯 34Mbit/s マイクロ波ルートが主要基幹伝送路である。その他国際光陸上ケーブルである

CSC(China Southeast Cable)がベトナムから「ラ」国中央部を横断しヴィエンチャンを経由してタイ

に延びており、この CSCを形成するケーブルの一部ファイバー芯線を国内伝送路として使用している。 

国際伝送路は、ヴィエンチャン市の北北西約 13 kmのナトムにあるインテルサット衛星地球局経由
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の衛星回線、ヴィエンチャンとタイのノンカイを結ぶ 34Mbits/s マイクロ波伝送路、ならびに中国、

ベトナム、タイ、マレーシアおよびシンガポールと接続されている CSCから構成されている。 

 
（２）固定電話 

ヴィエンチャン市内および全国主要都市間でダイヤル即時通話が可能であり、国際電話も全世界

238 の国/地域にダイヤル即時通話が可能である。ヴィエンチャン市内および近郊では、テレフォンカ

ード式の公衆電話が利用できる。 

電話需要数は 2000年のデータによると登録上の積滞数は 5,921となっているが、加入者ケーブルの

敷設が地域に十分に行き渡らないため加入申し込みを断念している場合が多く、このような潜在的需

要を含めると積滞数はデータをはるかに上回る値と考えられている。電話普及率は、2001年度で 0.91

台/100 人となっており、ASEAN 加盟国の中では、カンボディアおよびミャンマーを上回るばかりの

低い水準に位置するものの、その増加率は 19 パーセント（2001 年現在）程度あり、堅実な伸びを示

している。 
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図３ ラオス国電気通信網構成 
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（３）国際電話網 

   国際電話網はヴィエンチャン市内のナンプー局にある国際電話交換設備（国際・国内複合型交換設

備）を国際関門局とし、衛星回線により９ヶ国（日本、オーストラリア、シンガポール、香港、ベト

ナム、中国、台湾、韓国、ドイツ）と、マイクロ波伝送路によりタイと、さらに CSCによりタイおよ

びベトナムと接続している。 

国際電話回線数は表 4 のとおりである。国際電話交換設備の国際側トランクの使用数は表５のとお

りである。 

  

 

表４ 国際電話回線数 

No. 直通対地 マイクロ 衛  星 CSC 合計 

1 日本 - 28 1M/LRE - 28 
2 オーストラリア - 30 1M/LRE - 30 
3 シンガポール - 30 1M/LRE - 30 
4 香港 - 14 512k/LRE - 14 
5 ベトナム - 16 512k/LRE 30 46 
6 韓国 - 16 512k/LRE - 16 
7 中国 - 8 512k - 8 
8 台湾 - 8 512k - 8 
9 ドイツ - 8 512k - 8 
10 タイ 120 - - 60 180 

合 計 120 158  90 368 

 

 

 

表５ 国際電話交換設備の国際トランク使用数（E1 単位） 

No. 直通対地 マイクロ 衛  星 CSC 合 計 
1 日本 - 1 - 1 
2 オーストラリア - 1 - 1 
3 シンガポール - 1 - 1 
4 香港 - 1 - 1 
5 ベトナム - 1 1 2 
6 韓国 - 1 - 1 
7 中国 - 1 - 1 
8 台湾 - 1 - 1 
9 ドイツ - 1 - 1 
10 タイ 4 - 2 6 

合 計 4 9 3 16 
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（４）携帯電話 

携帯電話は、ETL、Lao Asian Telecom（LAT）および LTCが GSM方式の基地局を全国の主要な

都市に設置し提供している。携帯電話は固定電話のような基盤施設としての加入者ケーブルが不要で

あるため電波の届くサービス提供域内であれば、端末購入後直ちに使用できることから、移動体通信

としての利用の他、固定電話の代替としての利用も含めその増加は著しく、2001年時点での加入者数

は 29,545で、増加率は 114％と極めて高い値を示している。 

 

（５）インターネット 

インターネットサービスについては LTC、GlobeNets および Planet の３社が提供している。LTC

と Planetは主にダイアルアップ接続によるインターネット接続を提供している。 GlobeNetsは主に

2.4GHz帯の無線による常時接続サービスを提供している。また、ヴィエンチャン市内中心部や地方主

要都市にはインターネットカフェがあり、ラオス人市民や外国人旅行者に利用されている。他方、政

府機関を 2.4GHz無線 LAN方式で結ぶイントラネットを首相府科学技術環境庁（STEA）が中心とな

って運営していおり、このイントラネットは、STEA において衛星経由でインターネットに接続され

ている。
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主な電気通信サービスの状況の推移を表６に示す。また、その中の主要な指標の変化の様子をグラフ１

およびグラフ２に示す。 

 

表６ 電気通信サービス状況 
 1996 1997 1998 1999 2000 2001 
固定電話普及率 0.41 0.48 0.55 0.65 0.79 0.91 
固定電話加入者
数 

19,468 24,553 28,472 34,493 40,853 48,557 

固定電話積滞数 2,635 - 8,269 8,879 5,921 - 
携帯電話加入者
数 

3,790 4,915 6,453 9,048 13,773 29,545 

テレックス加入
者数 *2 

60 60 58 49 42 - 

国内電話トラヒ
ック（分）*2 

61,400,000 74,329,000 117,432,000 152,448,000 226,608,000 - 

国際電話トラヒ
ック（分） 

13,291,000 17,658,128 20,837,935 23,773,928 26,503,354 28,595,930 

国際電話発信
（分） 

6,297,000 6,467,128 8,572,265 8,218,096 8,447,142 7,207,750 

国際電話着信
（分） 

6,994,000 11,191,000 12,265,670 15,555,832 18,056,212 21,388,180 

国際テレックス
発信トラヒック
（分） 

75,000 74,300 - - 27,333 - 

インターネッ
ト・ホスト数 *3 

- - - - 3 165 

インターネット
加入者数 *1 

- - - - 1,934 2,482 

*1: Report on the Use and Service of Internet in Lao PDR (Ref:98/LANIC, 2 Jan 2002) 

*2: ITU Year Book of Statistics 1991-2000 

*3: ITU-D 
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グラフ１　ラオス国　電気通信サービス状況
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２－２ プロジェクト・サイトおよび周辺の状況 
 
２－２－１ 関連インフラの整備状況 
 
ヴィエンチャン市では、道路の整備状況は比較的良好で、雨期に時々、部分的な冠水はあるものの、

本プロジェクト実施の際の輸送への支障は軽微と考えられる。電力の供給も比較的安定している。雨期

に発生する落雷により、ある程度の頻度の停電はあるもののプロジェクト・サイトである ETLの局舎に

は、自家発電装置が設置されており、停電による影響はない。 

 

２－２－２ 自然条件 
 
「ラ」国は熱帯モンスーン気候に属し、5月から 9月が雨期、10月から 4月が乾期となる。雨期は高

温多湿であることと、落雷が多く、電気通信設備への影響を極力低減する方策を考慮する必要がある。 

 

２－２－３ その他 
 
サイトおよびその周辺においてプロジェクトの実施に影響を与える事項、ならびにプロジェクトの実

施が周辺に与える影響等は特にない。 

 



 

 

 

 

 

第３章 プロジェクトの内容 
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第３章 プロジェクトの内容 
 

３－１ 要請内容の検討 
 

当初要請は次の５つのコンポーネントからなっている。 

１）国際通信専用交換設備の新設 

２）既存国際・国内複合型交換設備の国内通信専用化への改修 

３）国際衛星通信設備の増設 

４）高速データ通信基幹回線（光ファイバケーブル）の敷設 

５）インターネット・エクスチェンジの新設 

 

これらについて現地調査時の協議および帰国後の検討により、それぞれつぎのような結論となった。 

 

（１）国際通信専用交換設備の新設 

現在の国際・国内複合型交換設備のアフターセールス・サービス期限である 2008年３月以降は製造

業者のサポート停止が考えられ、設備の修理や増設が製造業者により保証されず、国際電話サービス

の安定供給に支障があるため、この期限前で、かつ機材調達と回線移行に要する期間として数年間を

考慮し、現時点から新たな国際電話交換設備を確保しておく必要がある。また、現在の複合型交換設

備には、現在の世界的標準機能である国際 No.7信号方式が実装できず、現在実装している No.5信号

方式を採用する国が漸次減少しているため、今後、外国との直通回線を自由に設定することが困難と

なり、第三国中継を余儀なくされた場合、中継料支払いの増大による経済的不利的を生ずる恐れがあ

るため、国際通信専用交換設備を新たに設置する。 

 

（２）既存国際・国内複合型交換設備の国内通信専用化への改修 

本件は機材調達を必要とする改修はなく、ETL 自身が実施する同設備の国内専用化のための整備のみ

である。ただし、この整備には高度の専門性を必要とするため、ソフトコンポーネントを利用したコ

ンサルタントによる技術指導を ETL に対して行う。この中には、システム障害の原因究明とシステム

安定化のための技術者派遣を含む。 

 

（３）国際衛星通信設備の増設 

現在の衛星回線設備容量は１６台の IDR モデム（１台当り最大 2 Mbps）であるが、その内、１１

台を現用とし５台が空きとなっている。今後の衛星回線需要見込みにおいては、インターネット関係

回線および電話回線の新規対地開設の予定はあるが、2005年（計画設定年）に現有容量の１６台を上

回る需要発生を正当化する根拠が不十分であるため、本コンポーネントは見送らざるを得ない。 
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（４）高速データ通信基幹回線（光ファイバーケーブル）の敷設 

本ネットワークの接続先は当初要請では、中央政府、Dondok 大学、会議場、計画協力委員会

事務所、MCTPCの 5ヶ所とされていたが、要請の確認と協議の結果、その目的を省庁イントラ

ネットとすることとなり、接続先はヴィエンチャン市内の合計 17ヶ所の中央省庁の事務所とする

ことになった。本コンポーネントは、中長期的には、効果の発現が想定されるものの、現時点では、

先方基本計画が策定されておらず、接続先省庁毎の具体的なニーズが明確ではなく、本プロジェクト

を実施した場合の個別具体的な成果が不明である。基本計画がない現状で光ファイバーケーブル網に

よる IT基盤整備のみを行ったとしても十分な効果が発揮されない恐れが大きい。このため本事業を無

償資金協力として実施することは、現時点では妥当とはいえない。これに代わり、本件の計画の熟度

を高めるための技術協力の実施が適当と考えられる。 

 

（５）インターネット・エクスチェンジの新設 

インターネット・エクスチェンジ（IX）の必要性およびその効果は認められるものの、本コンポー

ネントを無償資金協力で実施する場合次のような問題を生じる可能性がある。 

 

１）One-gateway としての IX にはつぎのような問題がある。 

① IXは複数の ISPを相互接続するもので、本来 ISPとは独立の機関が運用すべきものであるが、

「ラ」国においては今後 ISP事業を行なおうとする ETLが、IXを所有運用する予定である、こ

の場合、ETL は、インターネット基幹網への接続を独占することになり、これに接続を要求す

る他の ISP よりも料金や品質上の優位性を持つことから、他の民間 ISP の競争力を阻害するこ

とが考えられる。 

② 同一の設備を通じてインターネット基幹網へ接続されるため、料金や品質が均一化され、それ

らの多様性が失われる懸念がある。 

 

２）現状では、ラオスの ccTLD である「.la」配下の大部分のドメインネーム領域の使用権が，国外

法人に貸与されており、独自利用ができないため、本来 IXを設置することにより通信が国内に終

始し、高価な国際回線の使用を減らせるという効果が少ない。従って、援助としての効果も低い。 

 

３）現状では ISP の数が３程度と少なく、ISP 相互を直接接続することに比較し、IX を設置するこ

とによる効果が十分ではない。 

 

従って、本事業は一般無償資金協力の対象には適さないと判断される。むしろ、現時点では、ネット

ワーク、情報処理、インターネット等に関する研修を主体とした技術協力を実施することが適当である

と考えられる。 
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３－２  プロジェクトの概要 

    

３－２－１ 案件名称の変更 

 

本案件の要請時の名称は、「ヴィエンチャン特別市 IT 基盤整備計画」であったが、上記検討の結果、

案件名称を「国際電話交換設備改善計画」に変更する。 

 

３－２－２ 背景 

 

「ラ」国の国際電気通信事業は、ラオス電気通信公社（ETL）により一元的に運営されている。 

現在、「ラ」国においては、日本の無償資金協力により設置された国際・国内複合型交換設備が 1993年

から稼動しているが、国際電話サービスを提供している設備は同設備のみであるため、「ラ」国にとり同

設備の重要度は極めて高い。しかしながら、同設備には３－２－３に述べるような幾つかの問題がある

ため、「ラ」国政府は新たに国際電話交換設備を設置するプロジェクトを我が国政府に要請した。 

 

３－２－３ 問題点 
 

既存の国際・国内複合型交換設備には次のような問題がある。 

 

（１）同交換設備は既に新規の製造は停止されており、製造業者によるアフターセールス・サービスは

建設完了時である 1993年から 15年間のみ継続することに限定されており、この期限である 2008

年３月以降は製造業者のサポート停止が考えられ、｢ラ｣国に唯一の国際電話交換設備の機能確保に

ついての保障がない。通常、交換機建設には発注後 1.5年程度の期間が必要であり、建設後の国際

回線の順次移行のための期間も考慮すると現時点から新規設備に更新する措置を講ずる必要がある。 

 

（２）既存複合型交換設備は、国際電気通信連合（ITU）により勧告され近年世界的な標準として、大

多数の国で採用されている国際 No.7信号方式（国際電話を接続するための制御信号の最新方式で高

速処理が可能なもの）を具備することが技術的に不可能であり、現在具備している旧方式である国

際 No.5信号方式を採用する国が漸次減少しているため、今後、外国対地との直通回線を自由に設定

することが困難となり、第三国中継を余儀なくされた場合、中継料支払いの増大による経済的不利

益を生ずる恐れがある。 
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３－２－４ 概要 

 

上記のとおり今後の国際電話の提供を維持し現状の問題を解決するため、ETL は国際電話交換設備を新

設し、既存国際・国内複合交換設備に収容されている国際電話回線を新設する国際電話交換設備に移行

させ、既存国際・国内複合交換設備を国内通信専用にするための整備を行う。この内、協力対象事業は

次のとおりである。 

 

（１）国際電話交換設備を調達し ETL のサイロム局舎内に据付ける。 

（２）既存国際・国内複合交換設備を国内通信専用にするための整備に対する技術指導を行う。 

 

 

３－３ 協力対象事業の基本設計 

    

３－３－１ 設計方針 

 

新設国際電話交換設備の回線容量規模は、設備供用開始予定である 2004年の翌年である 2005年（計

画設定年）までの需要を満たすものとし、それ以降の需要増に伴い必要となる設備は自助努力により調

達するものとする。 

 

信号方式は、国際側・国内側共に No.7信号方式とし、既存の No.5 および R2 信号方式の回線について

は、外国側接続対地との回線移行計画の中で、No.7 信号方式への移行を行う。また、導入後、技術革新

の進展にも対応し長期に渡る活用を確保するため、近い将来主流になる見込みである VoIP（インターネ

ット・プロトコルの上で音声通話を可能とするシステム）への対応拡張性を持ったものとする。 

 

３－３－２ 基本計画（施設計画／機材計画） 

 

ヴィエンチャン特別市のサイロムにある ETL の新局舎２階にある国際電話交換センタ－（以下、サイ

ロムＩＳＣ）に、国際電話交換設備の新設を行う。 

 

機材については、既に、局舎発電機、室内空調、室内養生が整っていることから、国際電話交換設備

本体、運用保守端末、周辺機器、無停電電源装置（ＵＰＳ）、デジタル配分架（ＤＤＦ）を新設する。 

また、合わせて必要となる、伝送・回線ケーブル、データケーブル、電源およびアースケーブルを同

局舎内にある各既存設備との分界点まで新たに敷設する。 

国際電話回線の移行に伴っては、ナンプー局とサイロム局間の既存伝送路の中から必要数を確保し、

局間電話回線と現在ナンプー局に終端されている国際回線のサイロム局への振り回しに割り当てる。 
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計画実施に関しては、（１）新設国際電話交換設備本体の設置、（２）既存複合型交換設備との接続、

（３）回線移行計画および実施、（４）既存課金ステムへの接続、の４つのエレメントに分類される。ま

た、新設国際電話交換設備の導入に伴って、（５）既存複合型交換設備の整備を図る。 

 

以下、各エレメントの内容はつぎのとおりである。 

 

（１）新設国際電話交換設備の設置 

新設国際電話交換設備本体および付帯するデジタル配分架（DDF）はサイロムＩＳＣ内に設置する。 

新設国際電話交換設備の規模については、既存複合型交換設備でのトラヒック量を考慮し、同国で

の 2005 年における国際電話の需要を満たすものとする。このための回線容量を 55 E1（注：E1 は伝送

路および交換設備トランク等の伝送容量単位で 2.048 Mbps 帯域を指す。）と見積る。（資料８参照） 

信号方式については、従来方式に比べ高速処理が可能で信頼性の高い No.7 信号方式を導入すること

とする。 

交換台については、既存のものを利用することとし、新設国際電話交換設備おいてはこれを導入し

ない。 

 

（２）既存複合型交換設備との接続 

新設国際電話交換設備の設置に伴う国際回線移行に必要な局間回線を新設国際電話交換設備と既存

複合型交換設備との間に設定する。既存複合型交換設備においては、予備トランクが十分にないこと

から、他の中継・加入者交換設備との局間回線数をトラヒック実態に応じて減じ適正化を図った上で、

回線移行に必要なトランクの捻出を図る。 

 

（３）回線移行計画 

新設国際電話交換設備の設置計画が決定次第、ETL は接続先の外国通信事業者と回線移行について交

渉を開始する。移行内容に関しては、ソフトコンポーネントを活用したコンサルタントによる技術指

導を行う。交渉に際しては、信号方式、回線容量の変更および回線圧縮装置（LRE）廃止の可否などの

内容も含む。 

LRE の廃止が無い場合、現行Ｎo.５回線のＮo.７化に際しては、信号リンク用の 64 kbps クリアチ

ャネルが必要となることから、LRE によるクリアチャネルの設定の可否または、64 kbps タイムスロッ

ト編集方法について相手国と十分に検討することが必要となる。 

なお、国際回線のＮo.７化のためには、国際ポイントコード（注：国を識別する符号）の取得が必

要であり、「ラ」国管庁（MCTPC）および ETL の分担事項である。国際ポイントコードは、ITU により

各国ごとの値が定められており、MCTPC から申請処理を行えば比較的早期に取得可能でありプロジェ

クト工期への影響はないものと考えられる。 
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（４）課金システムへの接続 

ETL の負担事項として、ETL が既存課金システムの改修を図り、新設国際電話交換設備をオンライン

接続する。なお、国際回線移行期間中の請求書とオペレータ通話の請求書の発行については、ETL と

LTC 間で調整するものとする。 

 

（５）既存複合型交換設備の整備 

 

国際回線に移行完了後、不要データ、ケーブルを整理し、新設国際電話交換設備と相互接続してい

る回線を適正化する。この際、潜在する障害要因の排除、スペアパーツ不足の解決なども合わせて実

施するため、ソフトコンポーネントを活用しコンサルタントによる技術指導を行う。 
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３－３－３ 基本設計図 

 

 基本計画に基づき基本設計図を、以下、収録する。 

 

図５ サイロムＩＳＣフロアレイアウト 

図６ 国際電話交換設備機器構成図 

図７ 新設国際電話交換設備基本構成図 

図８ 伝送・交換設備接続概念図 

図９ 回線移行概念図 

図１０ 請求書発行概念図 
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３－３－４ 施工計画／調達計画 

 

３－３－４－１ 施工方針／調達方針 

 

（１）工期 

詳細設計の期間を含め１６ヶ月を予定。 

 

（２）コンサルタントの雇用 

ETL は交換公文（E/N）締結後、実施設計、入札図書作成さらには施工監理業務を行うために、日本

のコンサルタントと契約する。コンサルタントとの契約は、工期短縮のため、E/N 締結後速やかに行

う必要がある。 

 

コンサルタントの業務内容は次のとおりである。 

１）技術仕様書の作成 

２）応札書の評価、契約交渉の支援 

３）出荷前の仕様確認 

４）施工監理の実施 

５）検収試験の支援 

 

（３）調達業者の活用 

本プロジェクトの機材設置工事については、綿密な工程管理、かつ高度な技術を要するため、工事

の主要部分については、この分野の実績を有する製造業者の技術者を充当する。 

 

ただし、特に高度技術を要しない作業については、契約業者の下請けとして通信設備を施工した経

験のある、現地通信設備建設会社の技術者を活用する。 

 

（４）実施体制 

１）主管官庁：通信・運輸・郵便・建設省（MCTPC） 

 

２）実施機関：ラオス電気通信公社（ETL） 

 

ETL における担当部署はつぎのとおりである。 

① 計画策定、調達および建設：計画部 

② 運用・保守：交換部、伝送部 
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３－３－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

国際電話交換設備を新設し、同交換設備単体の機能試験終了後、既存の国際・国内複合型交換設備

（ナンプー中央局の現用 FETEX-150 交換設備）から新設国際電話交換設備への国際回線移行が必要であ

る。従って ETL は、同交換設備を新設することが決定された後、国際通信の相手である各国通信事業者

に対して、以下の事項を通知し、機材の据付完了までにそれぞれ合意を取り付けておく必要がある。 

 

（１） 国際電話交換設備をサイロム局に新設する（通知）。 

（２） 国際回線終端局および国際電話交換局を、ナンプー局からサイロム局へ変更する（国際伝送路呼

称および回線呼称についての変更合意）。 

（３） 国際間伝送路試験を実施する（試験時期と手順合意）。 

（４） 新設国際電話交換設備の国際側信号方式を、古い国際信号方式であるＲ２、Ｎo.５から、現行の

標準方式である国際Ｎo.７へ変更する（合意）。 

 

３－３－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本プロジェクトで設置する機材の施工区分は、調達・据付を含む全てを日本側資金で実施する。「ラ」

国側の施工区分は、機材設置に必要となるスペースの確保、空調設備の用意、機材へ供給する商用電源

の用意である。 

 

３－３－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

ETL は、調達契約から機材の設置工事、試験、稼動開始まで長期にわたる事業を専門的にかつ計画的

に実施するために、ETL 内にプロジェクトチームを設置し、プロジェクトの円滑な遂行を図る。 

 

本プロジェクトの工事施工に当たっては、国際電話交換設備設置工事および調整試験の技術に関する

知識・経験および調整・監理能力を有する技術者を、全期間にわたり派遣して常駐監理を行う。さらに

他局と間の試験等で業務の輻輳する期間にはもう一人の、専門技術者を追加派遣しスポット監理を行う。 

施工監理の主要業務は次の通りである。 

 

（１）工事契約業者が作成する施工図および図書の審査 

（２）資機材調達状況の監理 

（３）第三者検査機関による船済み前機材照合検査 

（４）据付工事および調整試験の進捗監理 

（５）国際回線移行作業の監理 
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（６）新設国際電話交換設備と既存課金システムとの接続の監理 

（７）工事の完成検査 

 

３－３－４－５ 品質管理計画 

 

機材は、国際間の電気通信網と接続され、また国内の既存電気通信網とも接続されることから、国際

標準である ITU 勧告を厳格に満たす必要があり、検収試験において十分な確認を行う。 

 

３－３－４－６ 資機材等調達計画 

 

国際電話交換設備は、日本国内では現在１社のみしか製造していないことから、価格競争を担保し調

達価格の低廉化を確保するため、第三国製品を含む調達方法を適用する。調達適格国は、日本を含む OECD

加盟国ならびに中国およびシンガポールである。 

入札時の評価に際しては、基本的には、技術仕様適合および価格により判断して第 1 位契約交渉権者

を決定する。 

 

３－３－４－７ ソフトコンポーネント計画 

 

（１）必要性 

ETL は、大規模な国際電話交換設備の移行は今回が初めての経験であり、特に国際 No.7 信号方式の

運用経験もないため、この分野の技術移転を十分に行う。また、既存複合型交換設備を国内専用とし

て整備するにあたり、システムの不安定性の検証、所用のデータ整理、ルーティングの適正化等は高

度の専門知識が必要であり、コンサルタント技術者による技術指導を行う。 

 

（２）効果 

国際電話交換機能の移設および国際回線の移行を万全なものとし、工期内でのプロジェクト完成に

極めて有効である。また、ETL が今後、独自に同種の移行業務を円滑に実施する能力を獲得すること

ができる。一方、既存複合型交換設備の整備がより適正に実施されることにより、同設備の今後の運

用の安定性が確保される。 

 

（３）業務内容 

１）回線移行 

 ・ITU から国際 No.7 ポイントコードを取得するための指導 

 ・海外通信事業者に対する回線移行の交渉・実施に関する指導 

 ・国際・国内電話の網設計およびルーティング計画に関する指導 
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 ・No.7 信号方式および（総合デジタル網）ISDN に関する訓練 

 ・国際電話交換機能の移設および国際回線移行の技術的事項に関する訓練 

 

２）既存複合型交換設備の整備 

 ・回線設定およびルーティング措置の技術指導 

 ・不要データの整理に関する技術指導 

 ・システム障害の原因調査と安定化対策に関する技術指導 

 ・障害修理、スペアパーツ適正配備に関する技術指導 

 

３－３－４－８ 実施工程 

 

本プロジェクトの実施にあたり、機材費および据付工事費について、日本国側負担分と「ラ」国側負

担分とを次のとおり区分する。「ラ」国側は、実施工程を考慮して、タイムリーに所要の事項を遂行す

る必要がある。 

 

（１）日本側負担事項 

１）国際電話交換設備および付帯する機材の調達と同機材の据付 

２）既存国際・国内複合型交換設備の国内通信専用化のための整備に対する技術指導（コンサル

タントによるソフトコンポーネント業務） 

 

（２）「ラ」国側負担事項 

第３－４項（後出）に記述。 

 

（３）竣工 

機材の据付および試験が終了し、ETL が最初の１つの外国側対地国との回線移行を完了し課金装置

との接続の正常性が確認された時点をもって据付工事の完了とする。 

 

本プロジェクトの実施工程は、表７のとおりである。 
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コンサルタント契約

詳細設計・仕様書作成
入札図書承認

入札・入札評価・契約支援
回線移行指導（ソフトコンポーネント） （計　３．５月）

契約の承認
製造詳細打合せ

機材製造
輸送

機材据付工事
機材調整試験

機材検収試験
要員訓練

回線試験（１相手国）
交換機間試験（１相手国）

回線切替（１相手国）
竣工引渡し

回線移行指導（ソフトコンポーネント）
既設交換機からの回線移行支援（ソフトコンポーネント）

（計　１２．５月）

1471

表１　　実施工程

2 3 4 12115 13通算月 8 9 10

E/N

実施設計

調達監理

6

表７ 実施工程 
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３－４ 相手国側分担事業の概要 

 

相手国の分担事業は以下のとおりである。 

 

（１）新設国際電話交換設備設置のためのスペース、空調、電源および電源ケーブル、接地の提供 

 

（２）国際 No.7 信号方式導入のための国際ポイントコードの取得 

 

（３）新設国際電話交換設備設置に伴う、外国側通信事業者との回線移行の交渉・合意のため以下の業

務を実施する。 

 

１）国際電話交換設備をサイロム局に新設することを、全ての相手国通信キャリアへ通知する。 

２）国際回線終端局および国際電話交換局を、ナンプー局からサイロム局へ変更することを、全

ての相手国通信キャリアへ通知し、国際回線名称変更の合意を得る。 

３）国際間伝送路試験を実施することを、試験時期と手順を含め、全ての相手国通信キャリアへ

通知し、国際回線名称変更の合意を得る。 

４）新設交換設備の国際側信号方式を、古い国際信号方式であるＲ２、Ｎo.５から、現在の標準

である国際Ｎo.７信号方式へ変更することを全ての相手国通信キャリアへ通知し、合意を得る。 

５）相手国側交換設備と「ラ」国側新交換設備との間の交換機能試験を実施する試験時期と手順

を合意する。 

６）交換設備の変更に伴う回線切替の時期、手順について、全ての相手国通信キャリアとの間で

合意する。 

 

（４）新設国際電話交換設備の課金データを受け取ることができるように既存課金装置の改修または拡

張を行う。 

 

（５）本プロジェクト実施のためにナンプー局とサイロム ISC 間に必要となる伝送容量の提供 

 

（６）既存国際・国内複合型交換設備から新設国際電話交換設備への国際回線の移行、および新設国際

電話交換設備と他の国内交換設備との回線接続 
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３－５ プロジェクトの運営・維持管理計画 

    

３－５－１ 運用・保守計画 

 

業務の運用および設備の保守は、サイロム中央局の運用・保守部門により実施される。サイロム中央

局に新設される国際電話交換設備に対する運用・保守は、既存の運用・保守部門の技術者に対する訓練

実施後、同技術者により実施可能である。 

 

新設国際電話交換設備から出力される料金情報から、国際電話料金請求書を作成する業務が増加する

ことが予想される。このため、ETL 内の国際電話料金請求書の発行、料金に係る顧客からの問い合わせと

料金調整業務、さらには相手国通信事業体との間の料金分収交渉を実施する部門を強化することが必要

である。 

 

現在 ETL には、ETL の加入者交換設備と携帯電話交換設備に収容されている ETL 加入顧客に対する請

求書を発行する部門があるが、現在の組織では不十分であり、要員増を含めた同部門の拡充が必要であ

る。 

 

３－５－２ 要員計画 

 

増設機材の保守・運用を実施する要員は、既存の部門の要員を充当することで実現可能であるが、料

金部門については、業務量の増加により表８に示す要員が必要になると考えられる。 

 

表８ 料金部門の要員 

 現在の要員 必要な要員 

料金センター長 １ １ 

料金請求書発行担当 ４ ５ 

料金問合せ担当 ４ ６ 

要員の増加分 ３ 

 

計画部門：相手国通信事業体との間で、国際電話料金の分収交渉を担当する要員として２名程度を追

加する必要がある。 

したがって、本プロジェクト実施に伴い、合計５名の要員増を予定する。 
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３－６ プロジェクトの概算事業費 

    

３－６－１ 協力対象事業の概算事業費 

 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、3.05 億円となり、先に述べた日本と「ラ」

国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（３）に示す積算条件によれば、次のとおりと見積ら

れる。 

 

（１）日本側負担経費 

事業費区分 金額 
（１）機材調達費 1.81 億円 
（２）設計監理費 0.39 億円 

合 計 2.20 億円 

 

（２）「ラ」国負担経費 700,000 US$（約 85 百万円） 

１）課金装置改修費 700,000 US$（約 85 百万円） 

  （実際は延払いとなる。） 

 

（３）積算条件 

１）積算時点 平成 14 年 12 月 

２）為替交換レート 1 US$ = 121.91 円 

 1 Kip = 0.011931 円 

        1 Baht = 2.91 円 

３）施工期間 1 期工事とし、全体で１６ヶ月。表７実施工程に示すとおり。 

４）その他 本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施される。 

 

３－６－２ 運営・維持管理費 

 

本プロジェクトを実施することにより、追加となる運営・維持管理費用は、次のように想定される。 

 

（１）人件費 

増加要員数 5名 × 500,000 Kip × 12 ヶ月＝30,000,000 Kip （円換算：36 万円） 

 

（２）電気代 

国際電話交換設備の消費電力による電気代の増分 

10 (KWh) × 0.0513 (US$/KWh) × 24 (h) × 365 (日)＝4,494 US$（円換算：55 万円） 
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（３）修理消耗品費 

保証期間終了後の２年目以降に発生し、機材費の２％を見積もる。 

1,400,000 (US$) × 0.02 ＝28,000 US$ （円換算：340 万円） 

 

（４）保守サービス費 

２年目以降、製造業者の保守サービスを受ける場合、サービス内容により変動するが、年額

150,000 US$（円換算：1,828 万円）程度を見積もる。 

 

これらをまとめると表９のようになる。 

 

表９ 運営・維持管理費（円換算 単位：千円） 

 初年度 ２年目以降 
人件費 360 360 
電気代 550 550 
修理消耗品費  3,400 
保守サービス費  18,280 
合計 910 22,590 

 

2001 年度の国際電話収入は、57,213,000 百万 Kip（約 682 百万円）であり、このレベルの収入により

費用は十分に賄える。 

 

３－７ 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

    

（１）人材確保および人材育成 

本プロジェクトで導入する機材を運用・保守するためには、技術的に比較的高度かつ大量の知識を

要するため、ETL は、しかるべき要員確保を行い、かつあらゆる機会を利用して人材育成に努める必

要がある。 

 

（２）工程管理 

日本側負担事項である機材の調達および据付工事と「ラ」国の各負担事項とは、互いに密接な関連

があり、相互に必須条件であるため、全体工程を維持するためには、特に、それぞれの工程期限の遵

守を図る必要があり、このための工程監理が重要である。   

   



 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

４－１ プロジェクトの効果 
 

（１）直接効果 

１）国際電話サービスの安定的供給の維持 

本プロジェクトを実施することにより、「ラ」国全土における国際電話サービスの安定的供給が

確保される。国民、政府、企業の国際電話の需要を満たし、一般国民および政府の外国との通話、

観光産業、貿易等における国際電話等を中心に国民の利便の確保ならびに政治・経済の発展の基盤

としての役割を維持することができる。 

 

２）中継料支出の抑制 

所要の国際通信機能である国際 No.7信号方式を具備し外国通信相手国と直通回線が設定できる

ことにより、今後発生し得る国際電話の不必要な第三国中継を排し、不要な中継料の支出を避ける

ことができる。 

 

（２）間接効果 

１）国際化推進の基盤整備 

1997年の ASEANへの加盟後、周辺地域および国際世界との連携が深まる中、国際通信業務の

円滑な運営は、政治・文化・経済の交流において、国際化の重要な基盤となる。 

 

２）既存複合型交換設備の国内回線容量の増加 

国際電話交換設備の新設に伴う既存複合型交換設備の国際回線の移行とデータの整理によって

国際用の回線容量を国内用に転用できるため、国内回線容量が６E1増加する。（資料―９参照） 

 

表１０に計画実施による直接効果と現状改善の程度を示す。 
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表１０ 計画実施による直接効果と現状改善の程度 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

既存の国際・国内複合型交換設備は既
に新規製造は停止しており、製造業者
のアフターセールス・サービスは建設
完了の 1993 年から 15 年間後の 2008
年 3 月までが期限であり、それ以降は
製造業者のサポート停止が考えられる
ため「ラ」国唯一の国際電話交換設備
の機能確保についての保障がない。通
常この種の設備の建設には発注後 1.5
年程度かかり、その後の国際回線の順
次移行のための期間を考慮すると、現
時点での新設備への更新措置を講ずる
必要がある。 

国際電話交換設備を新設する。 新設備により安定的なサ
ービスの提供が維持され
る。 

既存複合型交換設備は ITUにより勧告
され大多数の国で採用されている国際
No.7 信号方式を具備することができ
ず、現在実装している旧方式である
No.5 信号方式を採用する国が漸次減
少しているため、外国対地との直通回
線を自由に設定することが困難となり
第三国中継を余儀なくされた場合、中
継料支払いの増大による経済的不利益
を蒙る恐れがある。 

国際 No.7 信号方式を実装する
国際電話交換設備を新設する。 

技術的制約から解放さ
れ、直通回線の設定が容
易になる。 

 

 

 

４－２ 課題・提言 
 

（１）既存課金装置の拡張または改修 

国際電話交換設備を導入するのに合わせ、「ラ」国側では、同設備から出力される課金情報を処理す

るため既存課金装置の拡張および必要により改修を行う必要がある。プロジェクトの工程期限に合致

して準備されることが求められる。 

 

（２）要員および体制強化 

本格的に国際通信業務を実施するにあたり、対外国通信事業者との交渉や日常業務を実施する組織

を強化し、要員の確保を行う必要がある。また、国内側料金請求と国際側料金決済を行うため課金セ

ンターの要員増を行う必要がある。これらの業務増に対し全体で 5名程度の要員増を施す必要がある。 
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４－３ プロジェクトの妥当性 
 

本プロジェクトの裨益対象地域はヴィエンチャン市を含む全国におよび、上記のような効果の発現が

期待され、またプロジェクトの緊急性も高いものである。LLDC である「ラ」国が自助努力を図りつつ

電気通信分野の開発を進めているのに対して、その効果をさらに高める本プロジェクトの実施は極めて

妥当性の高いものである。 

 

４－４ 結論 
 

本プロジェクトは前述のように十分な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く国民の生活

向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施する

ことの妥当性が確認される。 

なお、本プロジェクトを実施する前提として以下の点が相手国側により実施される必要があり、これ

がなされない場合は、本プロジェクトの円滑な運営は困難であると判断される。 

 

（１）要員の増強 

国際電話料金請求に関する業務の増大、および相手国通信事業体等との交渉業務の増大に対処す

るため、要員の増強を実施すること。 

 

（２）既存課金装置の拡張 

本プロジェクトにより設置する国際電話交換設備が出力する課金データを受信し、国際電話料金

請求書を発行するため、既存課金装置の拡張または改修を本プロジェクトの工程に合わせて実施する

こと。 

 

 



 

 

 

 

 

資料編 

 

 

 

 

 



 

 

    

[[[[資料編資料編資料編資料編]]]]    
１．調査団員・氏名 
２．調査行程 
３．関係者(面会者)リスト 
４．当該国の社会経済状況(国別基本情報抜粋) 
５．討議議事録(M/D) 
６．事業事前評価表 
７．参考資料/入手資料リスト 
８．国際電話交換設備の回線容量 
９．現状およびプロジェクト完成後の回線容量の比較 

 
 



 

 

資料―１ 
調査団員・氏名 

 
１．現地調査時（平成１４年１１月４日～１２月７日） 
 
（１）総括    中野智 

    JICA無償資金協力部業務第 3課課長代理 
（２）計画管理    津守佑亮 

    JICA無償資金協力部業務第 3課 
（３）業務主任／電気通信設備計画 木塚透 

(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 

（４）設備計画１（通信システム） 和田能之 
(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 

（５）設備計画２（高速データ通信） 根岸幸雄 
(財)海外通信・放送コンサルティング協力 

（６）機材計画    大場一則 
(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 

（７）施工・調達計画／積算  山口恒守 
(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 

 
 
 
 
２．概要説明（平成１５年２月１７日～２月２６日） 
 
（１）総括    田中紀子 

    外務省経済協力局無償資金協力課外務事務官 
（２）計画管理    津守佑亮 

    JICA無償資金協力部業務第 3課 
（３）業務主任／電気通信設備計画 木塚透 

(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 



 

 

（４）設備計画１（通信システム） 和田能之 
(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 

（５）機材計画    大場一則 
(財)KDDIエンジニアリング・アンド・コンサ
ルティング 



資料ー２

官　団　員 コンサルタント団員

1 11月4日 月

2 11月5日 火

3 11月6日 水

4 11月7日 木

5 11月8日 金

6 11月9日 土 ヴィエンチャン発 収集資料の分析・整理

7 11月10日 日 収集資料の分析・整理

8 11月11日 月
交換機、伝送設備、地球局設備、電源設備の現状
調査及びトラフィック調査、ケーブルルート調査

ナトム地球局、ナンプー交換局、地球
局～サイロム交換局間ケーブルルート

9 11月12日 火
交換機、伝送設備、地球局設備、電源設備の現状
調査及びトラフィック調査、ケーブルルート調
査、ラオス国通信政策調査

ナトム地球局、ナンプー交換局、地球
局～サイロム交換局間ケーブルルート

10 11月13日 水
交換機、伝送設備、電源設備の現状調査、トラ
フィック調査及び料金請求書発行業務調査

サイロム交換局、ETL料金センター、
CSC光ファイバーケーブル局、ETL携帯
基地局

11 11月14日 木
交換機現状調査及びトラフィック調査ケーブル
ルート調査、料金請求処理の現状調査

LTC料金センター、ナンプー交換局、
地球局～サイロム交換局間ケーブル
ルート

12 11月15日 金
交換機現状調査及びトラフィック調査、ケーブル
ルート調査、価格調査、ＬＴＣ副総裁との会合

ナンプー交換局、地球局～サイロム交
換局間ケーブルルート

13 11月16日 土 収集資料の分析・整理

14 11月17日 日 収集資料の分析・整理

15 11月18日 月
ＳＴＥＡでインターネット政策調査、物価調査、
収集資料の分析・整理

ナンプー交換局、ＳＴＥＡ

16 11月19日 火
政府庁舎への光ケーブルルート調査、物価調査、
収集資料の分析・整理

政府官庁街の光ケーブルルート

17 11月20日 水
LTC総裁（Mr. Houmphanh）とプロジェクトに関し
協議、ケーブルルート調査、物価調査、収集資料
の分析・整理

ナンプー交換局～保健省間ケーブル
ルート

18 11月21日 木

ETL　Mr．Syyangと協議、CSC他、ETLの投資プロ
ジェクトについて協議
ケーブルルート調査、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ
(ISP)調査、物価調査、収集資料の分析。整理

ナンプー交換局～ＳＰＣ間ケーブル
ルート

19 11月22日 金
ETL総裁(Mr. Padappet)と協議：プロジェクト内容
とラオス側の対処方針
ケーブルルート調査、収集資料の分析・整理

政府官庁街の光ケーブルルート

20 11月23日 土 収集資料の分析・整理

21 11月24日 日 収集資料の分析・整理

22 11月25日 月
ETL総裁(Mr. Padappet)と協議
ケーブルルート調査、収集資料の分析・整理

ナンプー交換局～ＳＰＣ間ケーブル
ルート

23 11月26日 火
MCTPC局長(Mr. Palami)、MCTPC電気通信部長(Mr.
Snith)と協議、MCTPCのLAN Network視察、ケーブ
ルルート調査、物価調査、収集資料の分析・整理

法務省～保健省間ケーブルルート

24 11月27日 水
ケーブルルート調査、物価調査、収集資料の分
析・整理

法務省～保健省間ケーブルルート

25 11月28日 木
サイロム交換局、ナンプー交換局調査、トラ
フィックデータ分析、物価調査、中間報告資料作
成

26 11月29日 金
MCTPC副大臣(Mr. Khamlouat)と協議、調査結果中
間報告会、物価調査、トラフィックデータ分析

27 11月30日 土 収集資料の分析・整理

28 12月1日 日 収集資料の分析・整理

29 12月2日 月 MemorandumとConsultant's Report作成 祝日（ラオス国独立記念日））

30 12月3日 火 MCTPC及びETLとの協議

31 12月4日 水 現地調査終了打合せ及びMemorandum署名

32 12月5日 木 追加調査、ＪＩＣＡ事務所、日本大使館報告

33 12月6日 金 追加調査

34 12月7日 土 ヴィエンチャン発

　　　　　　　　　　　　　　　　　現地調査行程       　　　　　　　　　　　　　　　

MCTPC及びETLとの協議

MCTPC及びETLとの協議、Ｍ／Ｄ署名、
日本大使館報告、ＪＩＣＡ事務所報告

行　　　　　程

ヴィエンチャン着、ＪＩＣＡ事務所打合せ、日本大使館、通信・運輸・郵便・建設省（MCTPC）及び
ラオス電気通信公社（ETL）表敬

プロジェクトサイト視察（ナトム地球局、ナンプー交換局、サイロム交換局）、
MCTPC及びETLとの協議

備　　　考日順 月 日

MCTPC及びETLとの協議

曜日



 

   

資料―３ 

関係者（面会者）リスト 
１．現地調査時 

在ラオス国日本大使館在ラオス国日本大使館在ラオス国日本大使館在ラオス国日本大使館    

橋本逸男 大使 

川田一徳 一等書記官 

 

ＪＩＣＡラオス事務所ＪＩＣＡラオス事務所ＪＩＣＡラオス事務所ＪＩＣＡラオス事務所    

西脇英隆 所長 

池田修一 次長 

貝増匡俊 所員 

 

ＪＩＣＡ専門家ＪＩＣＡ専門家ＪＩＣＡ専門家ＪＩＣＡ専門家    

林 浩靖 専門家（MCTPC） 

足立尭彦 専門家（ETL） 

和田 専門家（ラオス国立大学工学部） 

 

Ministry of Communication, Ministry of Communication, Ministry of Communication, Ministry of Communication, TransporTransporTransporTransport, Post and Construction (MCTPC)t, Post and Construction (MCTPC)t, Post and Construction (MCTPC)t, Post and Construction (MCTPC)    

Mr. Khamlouat SIDLAKONE, Vice Minister 

Mr. Khanngeun KHAMVONGSA, 

Deputy Permanent Secretary, International Relations & Foreign Investment 

Mr. Palami PHOMMATHANSY, 

Director General, Department of Posts & Telecommunications 

Mr. Somlith PHOUTHONESY, 

Deputy Director General, Department of Posts & Telecommunications 

Mr. Snith XAPHAKDY, Director, Telecommunication Division 

 

Science, Technology and Environment Agency (Science, Technology and Environment Agency (Science, Technology and Environment Agency (Science, Technology and Environment Agency (STEASTEASTEASTEA))))    

Mr. Phonpasit PHISSAMAY, Director of Information Technology Center 

 

EnterpriseEnterpriseEnterpriseEnterprise of Telecommunications Lao (ETL) of Telecommunications Lao (ETL) of Telecommunications Lao (ETL) of Telecommunications Lao (ETL)    

Mr. Padapphet SAYAKHOT, Director General 

Mr. Khammouane XOMSIHAPANYA, Deputy Director General 

Mr. Syyang CHERTOI, Director, Transmission Division 

Mr. Souphalak MANGNOMEK, 



 

   

Chief of Technical Unit, Planning Section, Planning & Development Division 

Mr. Khamla SYAPHONE, Mobile Communications Manager, Transmission Division 

Mr. Anousone SOUVANNAVONG, Deputy Director of PSTN 

Mr. Sengsonexay KEOVANTHINE, Switching Manager 

Mr. Khammone SACKDA, Manager, Nathom Satellite Earth Station 

Mr. Seugdalath KATTIGNASACK, Chief of CSC Cable System 

Mr. Hom VANMANY, Manager of CSC Cable System 

 

Lao Telecommunications (LTC)Lao Telecommunications (LTC)Lao Telecommunications (LTC)Lao Telecommunications (LTC)    

Mr. Houmphanh INTHARATH, Director General 

Mr. Vanpheng SAYAKONE, Deputy Director General 

Ms. Somchit LEUANGVANSAY, Manager of Collection & International Relation Department 

Mr. Itthipon WORAWONG, Chief of Billing Center 

Mr. Southsavath VANTHANOUVONG, Chief of Lao Internet & M-Phone Center 

 

 

２．概要説明時 

    

在ラオス国日本大使館在ラオス国日本大使館在ラオス国日本大使館在ラオス国日本大使館    

橋本逸男 大使 

川田一徳 一等書記官 

 

ＪＩＣＡラオス事務所ＪＩＣＡラオス事務所ＪＩＣＡラオス事務所ＪＩＣＡラオス事務所    

西脇英隆 所長 

池田修一 次長 

貝増匡俊 所員 

 

ＪＩＣＡ専門家ＪＩＣＡ専門家ＪＩＣＡ専門家ＪＩＣＡ専門家    

林 浩靖 専門家（MCTPC） 

足立尭彦 専門家（ETL） 

    

Ministry of Communication, Ministry of Communication, Ministry of Communication, Ministry of Communication, TransporTransporTransporTransport, Post and Construction (MCTPC)t, Post and Construction (MCTPC)t, Post and Construction (MCTPC)t, Post and Construction (MCTPC)    

Mr. Bouathong VONLOKHAM, Minister 

Mr. Math SOUNMALA, Director General, General Office 

Mr. Palami PHOMMATHANSY, Director General, Department of Posts & Telecommunications 



 

   

Committee for Planning and CooperationCommittee for Planning and CooperationCommittee for Planning and CooperationCommittee for Planning and Cooperation    

Dr. Bountheunang MOUNLASY, Director General,    Department of International Cooperation (DIC) 

    

EnterpriseEnterpriseEnterpriseEnterprise of Telecommunicat of Telecommunicat of Telecommunicat of Telecommunications Lao (ETL)ions Lao (ETL)ions Lao (ETL)ions Lao (ETL)    

Mr. Padapphet SAYAKHOT, Director General 

Mr. Khammouane XOMSIHAPANYA, Deputy Director General 

Mr. Anousone SOUVANNAVONG, Deputy Director of PSTN 

Mr. Sengsonexay KEOVANTHINE, Switching Manager 

Mr. Hom VANMANY, Manager of CSC Cable System 

Mr. Vanthong SOSAMPHANH, Deputy Director of Marketing 

Mr. Hongsavanh VONGKHAMSAO, Deputy Director of Transmission and Mobile 

     Mr. Vathana, Chief of IT 

     Mr. Chitachone MOUNIVONG, Workshop Manager 

Mr. Vixay KHENSACKMEUANG, Billing Manager 

 































 

 

資料―６ 
事業事前評価表 

１．協力対象事業名 
ラオス人民民主共和国 国際電話交換設備改善計画 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 
（１）我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 

ラオス国（人口 528万人、面積 23万平方キロメートル）は、一人当たり GDPが 283ドルで低開
発国（LLDC）に分類され、人口の約 80 パーセントが農林業に従事している。内陸国という地理的
条件と、1997年以降のアジア経済危機の影響により、経済発展が立ち遅れているものの、1986年の
新経済メカニズム導入以来、市場経済化や ASEAN域内協力等の対外開放路線を継続している。我が
国はラオス国への第一位の援助国として、援助重点分野の中のインフラ整備において、通信分野にお
ける政策的支援およびインフラ整備を検討することとしている。 

 
（２）当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 

電気通信分野の状況は、電話普及率で見た場合、東南アジアの中でカンボジアおよびミャンマーを
僅かに上回る程度ではあるが、我が国等の協力により電話普及率が 1990年時点の 0.16 台/100人か
ら 2001 年には 0.91 台/100 人まで伸び、2001 年現在の加入者数の増加率は、固定電話が年率約 19
パーセントと堅実な伸びを示し、携帯電話は年率 114 パーセントという極めて高い伸びを示してい
る。これに呼応し同国の国際電話の通話量は、2001年時点で年率約 8パーセントで堅実な増加を示
しており、同国の今後の経済発展のために、国際通信設備は重要な社会インフラと位置付けられる。 
しかしながら、現在の国際電話交換設備は国内通信との共用設備で、旧機種のため国際標準である
国際 No.7 信号方式を実装できず、通信相手国が国際 No.7 信号方式しか受入れない場合、第三国経
由にて国際電話を疎通せざるをえなくなり、中継料金の増大から経済的不利益となる恐れがあるこ
と、ならびに同設備のアフターセールス・サービス終了期限（2008年 3月）以降は、製造業者によ
る同設備に対する修理・増設等のサポートが停止すると考えられ、ラオス国唯一の国際電話交換設備
の機能確保の保障がなくなるため設備更新が必要であるが、調達期間に 1.5年、諸外国との回線移行
に数年間を要することから、現時点において設備更新の措置を講ずる必要がある。 
ラオス国の「2020 年及び 2010 年を見通した社会経済開発戦略ならびに社会経済５ヶ年計画
（2001-2005年）」において電気通信開発は社会経済発展の重要な基盤と位置付けられている。また、
2001年 10月から 2002年 11月にかけ我が国の協力により実施した電気通信開発計画調査において
国際電話交換機能を現在の国際・国内複合型交換設備から分離・独立させるべきことが提言されてい
る。 

 
３．協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 
ラオス国において唯一の国際電話交換設備を新設することにより、ラオス国民に対する国際電話サー
ビスの安定的供給の継続を図ることを目的とする。 

 
４．協力対象事業の内容 
（１）対象地域 

ラオス国全域 
 
（２）アウトプット 

首都ヴィエンチャン特別市に国際電話専用交換設備が新設される。 
 
（３）インプット 

【日本側】 
国際電話交換設備（１式）の調達・据付 
ソフトコンポーネントとして 



 

 

a) 国際回線の移行に関する技術指導 
b) 既存の国際・国内複合型交換設備の国内用への改修に対する技術指導 

【相手国側】 
既存課金装置の拡張 
技術指導に係るカウンターパートの配置 
 

（４）総事業費 
概算事業費 3.05億円（日本側 2.20億円、ラオス側 0.85億円） 

 
（５）工期 

詳細設計期間を含め約 16ヶ月（予定） 
 
（６）実施体制 

主管官庁：通信・運輸・郵便・建設省（MCTPC） 
実施機関：ラオス電気通信公社（ETL） 

 
５．プロジェクトの成果 
（１）プロジェクト裨益対象の範囲及び規模 

裨益対象の範囲：ラオス国全域 
裨益対象の規模：全国民 528万人 
 

（２）事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標 
 

国際電話年間総課金分数（実際に利用者が有料で通話した国際電話の年間総時間を分数で計測） 
 

 2002年（実施前） 2005年（実施後） 
国際電話年間総課金分数（分） 32,740,177 38,990,000 

 
 
６．外部要因リスク（事業の目的（プロジェクト目標）の達成に関するもの） 
先方負担事項として、既存の国際回線を本プロジェクトで導入する機材に移行するが、複数の直通通
信相手国との合意が必要であり、相手国の事情・都合等によっては、回線移行時期の遅延等があり得
るため、その結果として導入機材の全面的利用が遅れる可能性がある。 

 
７．今後の評価計画 
（１）事後評価に用いる成果指標 

国際電話年間総課金分数 
 
（２）評価タイミング 

2006年 3月頃（機材供用開始後、1.5年後）に事後評価 
 
注：2005 年度（1 月～12 月）の国際電話年間総課金分数は翌年 3 月頃に集計されるためこ
の時期を選定。 

 
 



 

 

資料―７ 

収集資料リスト 
調査名 ラオス国国際電話交換設備改善計画 
 

番号 名称 形態 オリジナル・コピー 発行機関 発行年 

1 
ORGANIZATION OF THE GOVERNMENT OF 
LAO PDR 

印刷図書 オリジナル 
Department of Public Administration, Prime 
Minister's Office 

 

2 FOREIGN AID REPORT 2000 - 2001 印刷図書 オリジナル Committee for Planning and Cooperation  

3 BASIC STATISTICS OF THE LAO P.D.R. 2000 印刷図書 オリジナル 
National Statistical Centre, State Planning 
Committee 

 

4 STATISTICAL YEARBOOK 2001 印刷図書 オリジナル 
National Statistical Centre, Committee for 
Planning and Cooperation 

 

5 TELECOMMUNICATIONS ACT 2002 印刷図書 オリジナル National Assembly  

6 
LABOUR LAW OF LAO PEOPLE'S 
DEMOCRATIC REPUBLIC 1999 

印刷図書 オリジナル Ministry of Labour and Social Welfare  

7 CUSTOMS LAW 印刷図書 オリジナル Ministry of Finance  

8 NUMPHOU局 ISCフロアレイアウト ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

9 
SAYLOM新局舎フロアレイアウトおよびビル設計
書 

ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

10 ETL NUMBERING PLAN (PSTN) ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

11 ETL NUMBERING PLAN (GSM) ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

12 E-Readyness Assessment in the Lao PDR ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー UNDP  

13 E-Readyness Assessment in the Lao PDR: Appendix ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー UNDP  



 

 

番号 名称 形態 オリジナル・コピー 発行機関 発行年 

14 Internet on the Mekong: Lao PDR Case Study ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ITU  

15 Income Statement 2001 ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

16 Balance Sheet 2001 ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

17 Repayment Schedule for Project-2 Phase-1 ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

18 
The Status of Information and Communication 
Technology Development in Lao PDR 

ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー Exective Director, Lao National Internet Committee  

19 
Report on the Use and Service of Internet in Lao PDR 
Year 2000-2001（仮約） 

ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー 
Prime Minister's Office National Internet Management 
Committee Data Collection Survey Unit  

20 
Vientiane Earth Station Transmit/Receive 
Carrier/Future Plan 

ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー ETL  

21 Map (1/10,000) ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー National Geographic Department  

22 Map (1/100,000) ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー National Geographic Department  

23 Map (1/5,000) Vientiane ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー National Geographic Department  

24 Map (1/30,000) Vientiane ﾊｰﾄﾞｺﾋﾟｰ コピー National Geographic Department  

 



 

 

資料―８ 

 

国際電話交換設備の回線容量 

 

国際電話交換設備の新設に当たっては、国内回線障害時におけるトラヒック疎通ルート確保および既存複

合型交換機へのトラヒック集中を防ぐため、国内の主要交換設備と新国際電話交換設備間に国際電話専用の

中継回線を設定する。 

 

よって、新国際電話交換設備における国内側回線は、ルート分割による回線容量の端数切り上げ分増加と

新規通信事業者との相互接続のための増加が必要となる。 

 

一方、近年の国際電話通話分数の伸びは、2001年において前年比８％増で、年々伸び率は鈍化の傾向を示

している。事業完成の 2005 年までの国際電話トラヒックの伸びを、今後、前年比７％、６％、５％で推移

するものと予測する。 

 

   1.07 × 1.06 × 1.05 ＝ 1.1909  増１９％ 

 

国際電話トラヒックのための国内相互接続用回線の回線は下表のとおり 合計３０E1 

を算出する。 



 

 

 

 

国際回線については、現在の１６E1に、2005年までの国際電話トラヒックの伸び率を乗じ、 １６E1 × 

1.19 ≒ ２０E1を算出する。 

 

なお、各国際回線の使用率は現在、平常時において 70％程度であり、トラヒック変動を考慮すると通常こ

れ以上の使用率は避ける必要があるため、この水準を維持したまま、需要に対応した容量を確保する。 

 

さらに、次を考慮した５E1を追加する。 

・ 試験環境用  ：３E1 

・ 新規国際対地用：２E1 

 

 以上より、2005年における国際電話交換設備の総回線容量をつぎのとおりとする。 

３０E1＋２０E1＋５E1＝ ５５E1  

 

Y2002Y2002Y2002Y2002 Y2002-2005Y2002-2005Y2002-2005Y2002-2005 Y2005Y2005Y2005Y2005
現在現在現在現在  19% 　増加後  19% 　増加後  19% 　増加後  19% 　増加後 計画計画計画計画

(E1相当) (E1相当) (E1)
THAKHEK(F150)THAKHEK(F150)THAKHEK(F150)THAKHEK(F150) 0.5 0.6 1
KHANTHABOULY(F150)KHANTHABOULY(F150)KHANTHABOULY(F150)KHANTHABOULY(F150) 0.5 0.6 1
PAKXE(F150)PAKXE(F150)PAKXE(F150)PAKXE(F150) 0.6 0.7 1
XAYSETHA(F150)XAYSETHA(F150)XAYSETHA(F150)XAYSETHA(F150) 3.0 3.6 4
SISATTANAK(F150)SISATTANAK(F150)SISATTANAK(F150)SISATTANAK(F150) 3.0 3.6 4
SAYLOM(LS S12)SAYLOM(LS S12)SAYLOM(LS S12)SAYLOM(LS S12) 1.5 1.8 2
NUMPHOU(F150)NUMPHOU(F150)NUMPHOU(F150)NUMPHOU(F150) 5.5 6.5 7
LTC NUMPHOU(S12)LTC NUMPHOU(S12)LTC NUMPHOU(S12)LTC NUMPHOU(S12) 3.0 3.6 4
ETL (GSM)ETL (GSM)ETL (GSM)ETL (GSM) 1.0 1.2 2
LTC (GSM)LTC (GSM)LTC (GSM)LTC (GSM) 1.3 1.5 2
New Carrier 1 （LAT)New Carrier 1 （LAT)New Carrier 1 （LAT)New Carrier 1 （LAT) N/A 1
New Carrier 2 （Millicom）New Carrier 2 （Millicom）New Carrier 2 （Millicom）New Carrier 2 （Millicom） N/A 1

19.919.919.919.9 23.723.723.723.7 30303030
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